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(54) Title: FIXING MEMBER

= (54) 発明の名称 ：固定部材

(57) Abstract: Provided i s a fixing member which i s capable o f reli
ably iixmg plate-like modules such as solar cell modules, and which
has high versatility. A iixmg member (10) i s equipped with an upper
piece ( 11) which i s capable of abutting the upper surfaces o f plate
like modules (1), and extends laterally; a shank portion (12) which
extends downward from the center of the upper piece ( 11); and a low
er piece (13) that comprises abutting sections (13a) and a curved bot
tom surface (13b), said abutting sections (13a) extending in both di
rections fiOm the lower end o f the shank portion (12) to larger lengths
than the upper piece ( 11), and the upper side o f said abutting sections
(13a) being capable o f abutting the lower surfaces o f the plate-like
modules (1); and a mounting hole (14) that i s formed in that portion
o f the lower piece (13) which i s on either one side of the shank sec
tion (12), and that i s bored through downward. Under this configura
tion, i f the lower piece (13) i s mounted on a mounting member (5) via
the mounting hole (14), i n a state where a side surface o f one o f the
plate-like modules (1) i s made t o approximately abut the shank por
tion (12) of the fixing member (10), then the upper piece ( 11) lowers
and abuts the upper surface o f said one o f the plate-like modules (1),
and one of the abutting sections (13a) o f the lower piece (13) abuts
the lower surface o f said one of the plate-like modules (1).

(57) 要約：
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太 陽電池モ ジュール等 の板 状 モ ジュール を確 実 に固定す る ことがで きると共 に汎用性の高 い固定部材
を提供 す る。 固定部材 1 0 に、板 状 モ ジュール 1 の上面 に当接可能 とされ 左右 方 向へ 延びた上 片 1 1
と、上 片 1 1 の 中央 か ら下方へ延 出 した軸部 1 2 と、軸部 1 2 の下端 か ら両側 へ上 片 1 1 よ りも大 き く
延び上側 に板状 モ ジュール 1 の下面 に当接 可能 な 当接部 1 3 a 及 び湾 曲す る底面 1 3 b を有 した下 片 1
3 と、下片 1 3 にお ける軸部 1 2 を挟ん だ何れ か一方側 に形成 され上下方 向へ 貫通 した取付孔 1 4 と、
を具備 させ た上 で、固定部材 1 0 の軸部 1 2 に板 状モ ジュール 1 の側 面 を略 当接 させ た状態で、取付 孔
1 4 を介 して下 片 1 3 を取付部材 5 に取付 ける と、上 片 1 1 が下 降 して板状 モ ジュール 1 の上面 に 当接
す ると共 に、下片 1 3 の 当接部 1 3 a が板 状モ ジュール 1 の下面 に当接す るよ うに形成 した。



明 細 書

発明の名称 ：固定部材

技術分野

[0001 ] 本発明は、屋根上等に設置される太陽熱温水器や太陽電池モジュール等の

板状モジュ一ルを屋根上等に固定するための固定部材に関するものである。

背景技術

[0002] 従来より、例えば、板状モジュールとしての太陽電池モジュールを、屋根

上に設置固定するための固定部材としては、特許文献 1 に示すような、太陽

電池モジュールにおける枠体の側面に形成された凹状の接合部内に挿入され

る被接合部と、被接合部の中央から垂下する軸部と、軸部の下端に接続され

上面に太陽電池モジュールの枠体が載置される台座部と、を備えた固定部材

が提案されている。

[0003] この固定部材によると、屋地板や屋根材等の取付部材に固定部材を取付け

た状態で、固定部材の台座部及び被接合部に太陽電池モジュールの一端側の

枠体を支持させ、太陽電池モジュールの他端側の枠体に別の固定部材を取付

けた上で、その固定部材を取付部材へ取付けることで、太陽電池モジュール

を屋根上等に固定することができる。従って、複数の太陽電池モジュールを

一方側 （軒側）から他方側 （棟側）へ順次固定することができ、太陽電池モ

ジュ一ルの設置に係るコス トを低減させることができる。

[0004] また、特許文献 1 のものでは、軸部を挟んで固定部材を取付部材へ取付け

る部位とは反対側に爪状の被係合部を備えると共に、太陽電池モジュールの

枠体に被係合部と係合する係合部を備えており、被係合部を係合部に係合さ

せることで、軸部から遠ざかる方向へ枠体が移動するのを規制することがで

きるようになつている。これにより、太陽電池モジュールを傾斜 した屋根上

等に設置 した時に、太陽電池モジュールの棟側 （上側）を支持する固定部材

でも、軒側に配置された太陽電池モジュールが軒側 （下側）へ移動するのを

阻止することができるので、太陽電池モジュールの荷重を軒側と棟側の固定



部材で夫々支持することができるようになつている。

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] しかしながら、特許文献 1 のような従来の固定部材では、太陽電池モジュ

一ルの枠体が固定部材の台座部と被接合部との間に挿入されているだけなの

で、それらの寸法公差によっては太陽電池モジュールがガタ付いたり、太陽

電池モジュールが固定部材の延びた方向ヘスライ ドしてしまったりする虞が

あった。

[0006] また、特許文献 1 の固定部材では、爪状の被係合部を太陽電池モジュール

の枠体に備えられた係合部と係合させるようにしているので、係合部を備え

ていない太陽電池モジュールでは、棟側の固定部材によって軒側の太陽電池

モジュールの荷重を支持することができない問題があると共に、太陽電池モ

ジュールを傾斜した屋根上等に設置する場合では、係合部を備えた太陽電池

モジュールを用いる必要があり、汎用性の低いものとなっていた。

[0007] そこで、本発明は上記の実情に鑑み、太陽電池モジュール等の板状モジュ

ールを確実に固定することができると共に汎用性の高い固定部材の提供を課

題とするものである。

課題を解決するための手段

[0008] 上記の課題を解決するために、本発明に係る固定部材は、 「板状モジユ ー

ルの上面に当接可能、又は、板状モジュールの側面に形成された溝内に挿入

可能とされ、左右方向へ延びた上片と、該上片の中央から下方へ延出した軸

部と、該軸部の下端から両側へ前記上片よりも大きく延び、上側に板状モジ

ユールの下面に当接可能な当接部を有した下片と、該下片における前記軸部

を挟んだ何れか一方側に形成され上下方向へ貫通した取付孔とを少なくとも

具備 した固定部材であって、該固定部材を、前記軸部に板状モジュールの側

面を当接又は接近させた状態で、前記取付孔を介して前記下片を取付部材に

取付けると、前記上片が下降して板状モジュールの上面又は溝の上部に当接

すると共に、前記下片の前記当接部が板状モジュールの下面に当接するよう



に形成 した」 ことを特徴 とする。

[0009] ここで、 「板状モジュール」 としては、 「板状の太陽電池パネルの外周を

枠体で囲 った太陽電池モジュール」、 「太陽熱温水器パネル」、 「太陽熱集

熱パネル」、 「防音パネル」、 「遮光パネル」、等を例示することができる

[001 0] また、 「下片」 としては、 「軸部か ら遠 ざかるほど上下方向の厚 さを厚 く

し、軸部か ら遠 ざか った先端側の上部を当接部 としたもの」、 「軸部か ら遠

ざか った先端側に上方へ突出 した突出部を形成 し、突出部を当接部 としたも

の」、等を例示することができる。

[001 ] 更に、 「取付部材」 としては、 「屋根の表面を形成する屋根材」、 「屋根

材が取付 けられ る屋地板」、 「屋根 を形成するための垂木等の屋根構造部材

」、 「板状モジュールを設置する対象物に取付 けられた長尺状の桟部材」、

「板状モジュールを設置する対象物に取付 けられた架台」 、 「板状モジユ ー

ルを設置する対象物 との間に介装 された取付金具」、 「壁面」、 「壁面を構

成するための胴縁」 、 等を例示することができる。

[001 2] また、 「取付孔を介 して下片を取付部材に取付 ける」 とは、 「下片の上側

か らポル トゃ ビス等を取付孔に揷通 し、ポル ト等の頭によ り下片を取付部材

側へ押え付 けて取付 ける」、 「取付部材側か ら突出 した雄ネジ部を、下片の

下側か ら取付孔に揷通 させ、下片の上側か ら雄ネジ部に螺合 したナ ツ トによ

り下片を取付部材側へ押え付 けて取付 ける」、等を例示することができる。

[001 3] 更に、 「板状モジュールの側面」 とは、板状モジュールの一般的な側面や

、一般的な側面か ら突出 した端面を含むものである。また、 「板状モジユ ー

ルの側面を接近 させた状態」 とは、板状モジュールの側面を、上片の先端 と

軸部 との間の中央よ りも軸部寄 りに位置 させた状態であ り、望ま しくは、上

片の先端 と軸部 との間の距離の 1 4 よ りも軸部寄 りに位置 させた状態であ

る。 これによ り、上片と下片の当接部 とで板状モジュールを充分に挟持固定

することができる。

[001 4] また、 「下片を取付部材に取付 けると、上片が下降」 とは、 「下片の底面



を湾曲又は屈曲 させ ることで、軸部の直下が取付部材の上面か ら浮 いた状態

と し、下片を取付部材 に取付 けることで下片を変形 させて、上片を下降 させ

るもの」、 「下片における軸部 を挟んで取付孔 とは反対側の先端のみが取付

部材 に当接す るように し、下片の底面が全体的に取付部材 と沿 うように取付

けることで、上片を下降 させ るもの」、 「下片の底面の両端付近に下方へ突

出 した突起 を備 えることで軸部の直下が取付部材の上面か ら浮 いた状態 と し

、下片を取付部材 に取付 けることで下片を変形 させて、上片を下降 させ るも

の」、等 を例示す ることができる。

[001 5 ] これ によ り、固定部材 における軸部 を挟んで取付孔 とは反対側の上片 と下

片 との間に板状モジュ一ル を揷入す ると共に、板状モジュールの側面を軸部

に当接又は接近 させた状態で、固定部材 を屋根材等の取付部材 に載置 し、下

片に形成 された取付孔を介 して ビスやポル ト、ナ ツ ト等によ り下片を取付部

材 に取付 けると、軸部 と共に上片が下降 して上片 と下片の当接部 とで板状モ

ジュール を上下方向に挟んで固定す ることができるので、板状モジュールが

ガタ付 いた り、固定部材の延びる方向ヘスライ ドして しまった りす るのを防

止す ることができ、板状モジュール を確実に固定す ることができる。

[001 6] また、上片よ りも下片が大 き く延び出 しているので、固定部材 を取付部材

へ取付 けた状態で、軸部 を挟んで取付孔側の上片 と下片 との間に板状モジュ

ール を斜めに しなが ら挿入 して押 し込む ことで、軸部 を挟んで取付孔側でも

板状モジュール を挟んで固定す ることができる。従 って、 この固定部材 によ

ると、軸部 を挟んで両側 に板状モジュール を固定す ることができるので、複

数の板状モジュール を一方側か ら他方側へ順次固定す ることができ、板状モ

ジュールの設置 に係 る手間を簡略化す ることができると共に、設置 に係 るコ

ス トを低減 させ ることができる。

[001 7] 更に、上述 したように、固定部材の上片 と下片の当接部 とで板状モジュ一

ル を挟んで固定す ることができるので、板状モジュール を傾斜 させた状態で

設置す る場合でも、板状モジュールの上下両側 を夫々固定 した固定部材 によ

つて、板状モジュールの荷重を支持す ることができ、一方の固定部材のみ に



荷重が偏るのを抑制 して偏荷重によ り固定部材が変形 した り破損 した りする

のを防止することができる。

[001 8] また、固定部材の上片と下片の当接部 とで板状モジュールを挟んで固定す

るように しているので、特許文献 1 に記載 された太陽電池モジュールの枠体

のように固定部材 と係合するための係合部を備えていな くても、挟める形態

の板状モジュールであれば固定部材によつて確実に固定することができ、汎

用性の高い固定部材 とすることができると共に、特別な板状モジュールを用

いる必要がな く、一般的な （市販の）板状モジュールを用いることができ、

板状モジュ一ルによるシステム全体に係るコス トを低減 させることができる

[001 9] ところで、特許文献 1 では、太陽電池モジュールの枠体における係合部 と

、固定部材における爪状の被係合部 とを、互いに係合 させることで、太陽電

池モジュールの枠体が軸部か ら離れる方向 （軒側の方向）へ移動するのを規

制するように している。この場合、太陽電池モジュールの重量によっては係

合を強 くする必要があ り、係合を強 くすることで、枠体の側面に対 して直角

方向か ら固定部材を揷入嵌合 させ難 くな り、作業性が悪 くなる虞がある。 し

か しなが ら、本発明の固定部材によると、特許文献 1 のもののような爪状の

被係合部を備えていないので、板状モジュ一ルの側面に対 して直角方向か ら

固定部材を簡単に挿入嵌合 させることができ、作業性を良 くすることができ

る。

[0020] なお、固定部材は、取付孔を、軸部に対 して可及的に近い位置に形成する

ことが望ま しく、これによ り、取付孔を介 して （通 して） ビスやポル ト、ナ

ッ ト等によ り下片を取付部材に取付けた時の上片による板状モジュールの固

定強度を高 くすることができ、板状モジュールをよ り確実に固定することが

できる。また、下片の上面に、取付孔を介 して固定部材を取付部材に取付け

るための ビスやポル ト等の頭部、ナ ツ ト等を収容可能な凹部を形成するよう

しても良 く、これによ り、ポル ト等の頭部が板状モジュール と当接するのを

回避 させることができるので、取付孔を可及的に軸部に近付けることができ



る。

[0021 ] 本発明に係る固定部材は、上記の構成に加えて、 「取付部材に取付ける前

の状態では、前記下片の底面が、前記軸部の直下が最も高 くなるように湾曲

又は屈曲 し、取付部材に取付けることで前記底面が取付部材に沿った状態に

変形する」構成としても良い。

[0022] これにより、固定部材における下片の底面を、軸部の直下が最も高 くなる

ように湾曲又は屈曲させており、固定部材を取付部材上に置いた状態 （取付

ける前の状態）では、軸部の直下に隙間が形成された状態となる。その状態

で取付孔を介 して取付部材に取付けることで、下片が変形 して底面が取付部

材に沿った状態とな り軸部の直下の隙間がなくなるので、隙間の分だけ軸部

を介 して上片が降下することとな り、下片を取付部材に取付けると上片が降

下する固定部材を確実に具現化することができ、上述 した作用効果を奏する

固定部材とすることができる。

[0023] なお、下片を、軸部から遠ざかるほど上下方向の厚さを厚 くするようにし

、厚 くなつた先端を当接部とするようにしても良く、これにより、取付部材

に取付けることで、下片の中央 （軸部の位置）が下が り、相対的に下片の先

端 （当接部）が上がるので、上片と当接部とで板状モジュールをより強 く挟

むことができ、板状モジュールを確実に固定することができる。

[0024] 本発明に係る固定部材は、上記の構成に加えて、 「前記下片の前記軸部を

挟んで両側に形成され上下方向へ貫通 した貫通孔と、該貫通孔へ下側から挿

入され、前記取付孔を介 して前記下片を取付部材に取付けると、上端が板状

モジュールの下面に突き刺さる突刺部を有 した補助固定部とを更に具備する

」構成としても良い。

[0025] ここで、 「補助固定部」としては、 「軸部を挟んで両側に形成された貫通

孔に夫々挿入される突刺部が下片の下側で一体的に連結されたもの」、 「軸

部を挟んで両側に形成された貫通孔に揷入される突刺部が夫々独立 している

もの」、 「軸部を挟んで両側に形成された貫通孔に夫々挿入される突刺部が

下片の下側で一体的に連結されると共に、下片の底面を取付部材から遠ざか



る方向へ付勢する弾性部を有したもの」、等を例示することができる。

[0026] これにより、固定部材を取付部材へ取付けると、下片の貫通孔に揷入され

た補助固定部の突刺部が板状モジュールの下面に突き刺さるので、補助固定

部によっても板状モジュ一ルがガタ付いたり固定部材の延びた方向ヘスライ

ドしたりするのを防止することができ、板状モジュールを確実に固定するこ

とができる。

[0027] なお、補助固定部を、軸部を挟んだ両側の貫通孔に夫々挿入される突刺部

を下片の下側で一体的に連結すると共に導電性を有するようにしても良く、

これにより、補助固定部を通じて軸部の両側に固定された板状モジュール同

士を電気的に接続することができ、板状モジュール同士のアース接続を簡単

に行うことができる。また、表面に絶縁性の被膜を有した板状モジュールで

も、補助固定部の突刺部が突刺されることで、被膜を破ることができ、太陽

電池モジュール等の板状モジュール同士を、確実に電気的に接続 してアース

接続することができる。

発明の効果

[0028] このように、本発明によると、太陽電池モジュール等の板状モジュールを

確実に固定することができると共に汎用性の高い固定部材を提供することが

できる。

図面の簡単な説明

[0029] [図1] 本発明の一実施形態である固定部材を用いて板状モジュールを取付部材

に固定した状態を示す斜視図である。

[図2] 図 1 の要部を示す側面図である。

[図3] ( A ) は図 1 を固定部材を取付部材に取付ける前の状態を示す説明図で

あり、 （B ) は固定部材を取付部材に取付けて一つの板状モジュールを固定

した状態を示す説明図であり、 （C ) は固定部材の軸部の両側で板状モジュ

ールを固定した状態を示す説明図である。

[図4] ( A ) は他の実施形態の固定部材を取付部材に取付ける前の状態で示す

断面図であり、 （B ) は （A ) の固定部材を取付部材に取付けた状態で示す



断面図で ある。

[図5] ( A ) は本発 明に係 る固定部材 の更 に異 な る実施 形態 を取付部材 に取付

ける前 の状態 で示す断面図で あ り、 （B ) は （A ) の 固定部材 を取付部材 に

取付 けた状態 で示す断面図で ある。

[図6] ( A ) は更 に異 な る実施 形態の固定部材 を取付部材 に取付 ける前 の状態

で示す断面図で あ り、 （B ) は （A ) の 固定部材 を取付部材 に取付 けた状態

で示す断面図で ある。

[図7] ( A ) は更 に異 な る実施 形態の固定部材 を取付部材 に取付 ける前 の状態

で示す断面図で あ り、 （B ) は （A ) の 固定部材 を取付部材 に取付 けた状態

で示す断面図で ある。

[図8] ( A ) は更 に異 な る実施 形態の固定部材 を取付部材 に取付 ける前 の状態

で示す断面図で あ り、 （B ) は （A ) の 固定部材 を取付部材 に取付 けた状態

で示す断面図で ある。

[図9] 更 に異 な る実施 形態の固定部材 を取付部材 に取付 けた状態 で示す断面図

で ある。

発明を実施するための形態

[0030] 本発 明の一実施 形態 で ある固定部材 につ いて、図 1 乃至図 3 ( A ) 〜 （C

) に基 いて詳細 に説 明す る。

[0031 ] 本 実施 形態の固定部材 1 0 は、図 1 等 に示す よ うに、板状の太 陽電池パ ネ

ル 2 の外周 を枠体 3 で囲 つた太 陽電池モ ジュール 4 等の板状 モ ジュール 1 を

、屋根材等の取付部材 5 上 に設置す るための もので あ り、 ビスやポル ト等の

所定の締結部材 6 によ つて取付部材 5 へ取付 け られ るよ うにな つて いる。本

例 の固定部材 1 0 は、板状 モ ジュール 1 の上面 に当接可能 とされ 、左右方 向

へ延びた上 片 1 1 と、上 片 1 1 の 中央か ら下方へ延出 した軸部 1 2 と、軸部

2 の下端か ら両側へ上 片 1 1 よ りも大 き く延びた下片 1 3 と、下片 1 3 の

軸部 1 2 を挟 んで一方側 に形成 され上下方 向へ貫通 した取付孔 1 4 と、 を備

えて いる。固定部材 1 0 は、軸部 1 2 を挟 んで上 片 1 1 及 び下片 1 3 が夫 々

左右 に略均等 に延びだ してお り、長手方 向か ら見 る と、上辺の短 い略 ェ字状



に形成されている。

[0032] また、固定部材 1 0 は、下片 1 3 における取付孔 1 4 の上部に、取付孔 1

4 を通して取付部材 5 にね じ込まれる締結部材 6 の頭部を収容可能な凹部 1

5 を備えている。この固定部材 1 0 は、下片 1 3 が軸部 1 2 から遠ざかるほ

ど上下方向の厚さが厚くなるように形成されており、軸部 1 2 から遠ざかつ

た先端上部が板状モジュール 1 の下面と当接する当接部 1 3 a とされている

。また、固定部材 1 0 は、図 3 ( A ) に示すように、取付部材 5 に取付ける

前の状態では、下片 1 3 の底面 1 3 b が、軸部 1 2 の直下が最も高くなるよ

うに湾曲した状態となっている。なお、取付部材 5 へ取付ける前の状態では

、下片 1 3 の上面が、先端へ向かうほど低くなるようになつており、上片 1

と下片 1 3 との間に板状モジュール 1 を挿入し易くなつている。

[0033] 本例の固定部材 1 0 は、アルミ合金等の金属を素材とした押出型材とされ

ており、同一断面形状で長尺状に形成したものを適宜長さ （本例では、 1 0

0 m m 〜 2 0 0 m m ) に切断して、取付孔 1 4 や凹部 1 5 等を長手方向に 1

つ〜 3 つ形成したものである。因みに、板状モジュール 1 は、一般市販品と

され、固定部材 1 0 により固定される長辺の長さが、 9 0 0 m m 〜 2 0 0 0

m m とされている。

[0034] 次に、本例の固定部材 1 0 を用いた板状モジュール 1 の固定方法について

説明する。まず、例えば、取付部材 5 上の所定位置に描かれたケガキ線に沿

つて固定部材 1 0 を載置 した上で、取付孔 1 4 にビスやポル ト等の締結部材

6 を挿入し、固定部材 1 0 における下片 1 3 の底面 1 3 b が取付部材 5 の上

面と一致するまで締結部材 6 を取付部材 5 へね じ込む。そして、取付けた固

定部材 1 0 の上片 1 1 と下片 1 3 との間に板状モジュール 1 の一方の側面を

挿入した上で、板状モジュール 1 の対向する他方の側面に、新たな固定部材

0 を挿入する。具体的には、固定部材 1 0 における軸部 1 2 を挟んで取付

孔 1 4 が形成された一方側とは反対側の上片 1 1 と下片 1 4 との間に板状モ

ジュール 1 の他方の側面が位置するように固定部材 1 0 を挿入し、固定部材

0 を取付部材 5 上に載置する （図 3 ( A ) を参照）。



[0035] この状態では、固定部材 1 0 の底面 1 3 b が湾曲 した状態 となってお り、

下片 1 3 の両端が取付部材 5 の上面と当接 し、底面 1 3 b と取付部材 5 の上

面との間で軸部 1 2 の直下が最 も大きくなるような隙間が形成 された状態 と

なっている。そ して、固定部材 1 0 の上側か ら締結部材 6 を取付孔 1 4 に揷

入 した上で、締結部材 6 を取付部材 5 へね じ込む ことで、締結部材 6 の頭部

が下降 して凹部 1 5 内へ進入 し、頭部が凹部 1 5 の底に当接すると、底面 1

3 b が湾曲 した下片 1 3 が締結部材 6 の頭部によって下方へ押 されることと

なる。これによ り、湾曲 した下片 1 3 の底面 1 3 b が延びる方向へ変形 し、

締結部材 6 (頭部）の下降と共に、下片 1 3 を介 して軸部 1 2 及び上片 1 1

が下降する。

[0036] そ して、下片 1 3 の底面 1 3 b における軸部 1 2 の直下が取付部材 5 の上

面と当接すると、湾曲 した底面 1 3 b が取付部材 5 の上面に沿 った形状 （こ

こでは、略直線状）となると共に下片 1 3 を介 した軸部 1 2 及び上片 1 1 の

下降が停止する。この時、上片 1 1 が下降することで板状モジュール 1 の上

面と当接すると共に、下片 1 3 における軸部 1 2 の直下の中央が下降するこ

とで、相対的に下片 1 3 の先端の当接部 1 3 a が上昇 して板状モジュール 1

の下面と当接 し、板状モジュール 1 が上片 1 1 と下片 1 3 の当接部 1 3 a と

で上下方向に挟持 された状態 とな り、板状モジュール 1 の他方の側面が固定

された状態 となる （図 3 ( B ) を参照）。

[0037] 続 いて、軸部 1 2 を挟んで取付孔 1 4 とは反対側で一つ目の板状モジュ一

ル 1 を固定 した固定部材 1 0 に対 し、軸部を挟んで取付孔 1 4 側の上片 1 1

と下片 1 3 との間に、別の板状モジュール 1 における一方の側面を挿入する

。この時、図 3 ( B ) に示すように、板状モジュール 1 を取付部材 5 の上面

に対 して斜めに傾 けた状態で、下片 1 3 の上面に沿 ってスライ ドさせるよう

に側面を挿入 した上で、板状モジュール 1 を、その上面が先に固定 した板状

モジュール 1 の上面と略同一面状 となるように位置 させる。これによ り、下

降 した上片 1 1 と、下片 1 3 との間に板状モジュール 1 を少ない力で挿入す

ることができる。



[0038] そ して、板状モジュール 1 の一方の側面を固定部材 1 0 に固定 （支持）さ

せたら、板状モジュール 1 の他方の側面に、新たな固定部材 1 0 を挿入 し、

その固定部材 1 0 を上述と同様に取付部材 5 へ取付けることで、二つ目の板

状モジュール 1 を固定することができ、複数の板状モジュール 1 を一方側か

ら他方側へ向かって順次固定することができる。

[0039] このように、本実施形態の固定部材 1 0 によると、下片 1 3 に形成された

取付孔 1 4 を介 してビスやポル ト等の締結部材 6 により下片 1 3 を取付部材

5 に取付けると、軸部 1 2 と共に上片 1 1 が下降 して上片 1 1 と下片 1 3 の

当接部 1 3 a とで板状モジュール 1 を上下方向に挟んで固定することができ

るので、板状モジュール 1 がガタ付いた り、固定部材 1 0 の延びる方向ヘス

ライ ドして しまった りするのを防止することができ、板状モジュール 1 を確

実に固定することができる。

[0040] また、上片 1 1 よりも下片 1 3 が大きく延び出 しており、固定部材 1 0 を

取付部材 5 へ取付けた状態で、軸部 1 2 を挟んで取付孔 1 4 側の上片 1 1 と

下片 1 3 との間に板状モジュール 1 を斜めにしながら挿入 して押 し込むこと

で、軸部 1 2 を挟んで取付孔 1 4 側でも板状モジュール 1 を挟んで固定する

ことができるので、軸部 1 2 を挟んで両側に板状モジュール 1 を固定するこ

とができ、複数の板状モジュール 1 を一方側から他方側へ順次固定すること

で板状モジュール 1 の設置に係る手間を簡略化することができると共に、設

置に係るコス トを低減させることができる。

[0041 ] 更に、固定部材 1 0 の上片 1 1 と下片 1 3 の当接部 1 3 a とで板状モジュ

—ル 1 を挟んで固定することができるので、傾斜 した屋根上等、板状モジュ

ール 1 を傾斜させた状態で設置 しても、板状モジュール 1 の上下両側を夫々

固定部材 1 0 によって支持することができ、一方 （下側）の固定部材 1 0 の

みに荷重が偏るのを抑制 して偏荷重により固定部材 1 0 が変形 した り破損 し

た りするのを防止することができる。

[0042] 以上、本発明について好適な実施形態を挙げて説明 したが、本発明はこの

実施形態に限定されるものではなく、以下に示すように、本発明の要旨を逸



脱 しない範囲において、種々の改良及び設計の変更が可能である。

[0043] すなわち、上記の実施形態では、固定部材 1 0 の下片 1 3 が、軸部 1 2 か

ら遠 ざかるほど上下方向の厚 さが厚 くなるものを示 したが、これに限定する

ものではな く、例 えば、図 4 ( A ) , ( B ) に示すような固定部材 2 0 とし

ても良い。なお、基本的な構成については上記の実施形態 と同一の名称を付

し、詳細な説明は省略する。この固定部材 2 0 は、上片 2 1 及び軸部 2 2 が

上記の実施形態 と同様の形態 となっているのに対 し、下片 2 3 が異なる形態

となっている。具体的には、下片 2 3 は、軸部 2 2 か ら左右方向へ一定厚 さ

で上片 2 よ りも大きく延びた上で、先端が一旦所定量上方へ延出 した上で

上端か ら左右方向外方 （軸部 2 2 か ら遠 ざかる方向）へ取付部材 5 の上面と

略平行に延びだ した形態 とされてお り、その延びだ した上面が当接部 2 3 a

とされている。

[0044] なお、下片 2 3 における軸部 2 2 を挟んで一方側 （図 4 ( A ) 中、右側）

で軸部 2 2 と当接部 2 3 a との間に上下方向に貫通 した取付孔 2 4 が形成 さ

れていると共に、下片 2 3 における当接部 2 3 a か ら軸部 2 2 までの上面側

の間が当接部 2 3 a よ りも凹んだ形態 となってお り、締結部材 6 の頭部等を

収容可能な凹部 2 5 とされている。この固定部材 2 0 もまた、取付部材 5 へ

取付ける前の状態では、下片 2 3 の底面 2 3 a が軸部 2 2 の直下が最 も高 く

なるように湾曲 してお り、上記の固定部材 1 0 と同様の作用効果を奏するこ

とができる。

[0045] また、上記の実施形態では、板状モジュール 1 として、側面が平坦なもの

に対応 した固定部材 1 0 , 2 0 を示 したが、これに限定するものではな く、

例 えば、図 5 ( A ) , ( B ) に示すような、側面か ら外方へ延出 した固定用

のフランジ部 3 a を有 した板状モジュール 1 と対応 した固定部材 2 O A とし

ても良い。この固定部材 2 O A は、図 5 ( A ) , ( B ) に示すように、図 4

( A ) , ( B ) に示 した固定部材 2 0 における上片 2 1 力、 左右両端に下方

へ突出 し板状モジュール 1 のフランジ部 3 a の上面と当接可能な突出部 2

a を備えた形態 とされているものである。この固定部材 2 O A によると、側



面にフランジ部 3 a を備えた板状モジュール 1 にも対応することができ、上

記 と同様の作用効果を奏することができる。また、突出部 2 1 a がフランジ

部 3 a の上面に突き刺 さるように しても良 く、これによ り、軸部 2 2 を挟ん

で両側に配置 された板状モジュール 1 同士を電気的に接続することができる

[0046] 更に、上記の実施形態では、固定部材 1 0 , 2 0 , 2 O A の上片 1 1 , 2

1 と下片 1 3 , 2 3 の当接部 1 3 a , 2 3 a とで板状モジュール 1 を挟むの

みのものを示 したが、これに限定するものではな く、図 6 ( A ) , ( B ) 及

び図 7 ( A ) , ( B ) に示すような板状モジュール 1 の固定を補助する補助

固定部 3 0 , 3 O A を更に備えるように しても良い。まず、図 6 ( A ) , (

B ) に示す固定部材 1 O A は、上記の固定部材 1 0 の構成に加えて、下片 1

3 の軸部 1 2 を挟んで両側に夫々上下方向へ貫通 した貫通孔 1 6 を備えてい

ると共に、各貫通孔 1 6 へ下側か ら挿入 される揷入片 3 1 及び揷入片 3 1 の

上端に形成 され先端が尖った突刺部 3 2 を有する補助固定部 3 0 を備えてい

る。この例の補助固定部 3 0 は、一対の揷入片 3 1 の下端同士が連結片 3 3

によって連結 されてお り、図 6 ( A ) に示すように略コ字状に形成 されてい

る。また、この補助固定部 3 0 は、ステンレス鋼板等の金属板材を折 り曲げ

たものであ り、詳細な図示は省略するが、上端の長手方向両端に上方へ尖つ

た突刺部 3 2 が形成 されている。

[0047] この例によると、固定部材 1 O A における下片 1 3 の湾曲 した底面 1 3 b

が取付部材 5 の上面と略一致するように取付孔 1 4 を介 した締結部材 6 をね

じ込んで、固定部材 1 O A を取付部材 5 に取付けると、貫通孔 1 6 に挿入 さ

れた補助固定部 3 0 の突刺部 3 2 が相対的に下片 1 3 の上面か ら上方へ突出

して板状モジュール 1 の下面に突き刺 さるようになつている （図 6 ( B ) を

参照）。これによ り、上片 1 1 と下片 1 3 の当接部 1 3 a とによる挟持に加

えて、補助固定部材 3 0 の突刺部 3 2 が板状モジュール 1 の下面に突き刺 さ

ることで、補助固定部 3 0 によっても板状モジュール 1 がガタ付いた り、固

定部材 1 O A の延びた方向や軸部 1 2 か ら遠 ざかる方向ヘスライ ドした りす



るのを防止することができ、板状モジュール 1 を確実に固定することができ

る。また、補助固定部材 3 0 は、導電性を有するステンレス鋼板によ り形成

されているので、軸部 1 2 を挟んで両側に固定された板状モジュール 1 同士

を電気的に接続することができ、板状モジュール 1 同士のアース接続を簡単

に行 うことができる。

[0048] —方、図 7 ( A ) , ( B ) に示す固定部材 2 0 B は、上記の図 4 ( A ) ,

( B ) に示 した固定部材 2 0 の構成に対 して、取付部材 5 に取付ける前の状

態でも下片 2 3 の底面 2 3 b を平坦な状態 とした上で、下片 2 3 の軸部 2 2

を挟んで両側に夫々上下方向へ貫通 した貫通孔 2 6 を備えていると共に、各

貫通孔 1 6 へ下側か ら挿入 される揷入片 3 と突刺部 3 2 を有 した補助固定

部 3 O A を備えている。この例の補助固定部 3 O A は、図 7 ( A ) に示すよ

うに、軸部 2 2 を挟んで取付孔 2 4 側の貫通孔 2 6 に挿入 される揷入片 3

の下端か ら、連結片 3 3 と同一面状に軸部 2 2 か ら遠 ざかる方向へ延びた延

長片 3 4 と、延長片 3 4 の先端か ら斜め下方へ屈曲された弾性片 3 5 とを更

に備えている。

[0049] この例の固定部材 2 0 B は、図 7 ( A ) に示すように、固定部材 2 0 B を

取付部材 5 に取付ける前の状態では、下片 2 3 の下側に配置 された補助固定

部 3 0 A の弾性片 3 5 によ り、下片 2 3 の底面 2 3 a 力、 軸部 2 2 を挟んで

取付孔 2 4 (弾性片 3 5 ) とは反対側の先端が取付部材 5 の上面に当接する

だけで、取付孔 2 4 側の先端は取付部材 5 の上面か ら浮いた状態 となるよう

になっている。この状態で、軸部 2 2 を挟んで取付孔 2 4 とは反対側の上片

2 と下片 2 3 との間に板状モジュール 1 を挿入 した上で、取付孔 2 4 を介

して締結部材 6 をね じ込むと、屈曲 した弾性片 3 5 が延長片 3 4 と同一面と

なるように展開すると共に、揷入片 3 の上端の突刺部 3 2 が板状モジユ ー

ル 1 の下面に突き刺 さることとな り （図 7 ( B ) を参照）、上記 と同様の作

用効果を奏することができる。

[0050] 更に、図 6 ( A ) , ( B ) や図 7 ( A ) , ( B ) の実施形態では、補助固

定部 3 0 , 3 0 A における両側の突刺部 3 2 力、 板状モジュール 1 の下面に



夫 々突 き刺 さるもの を示 したが、 これ に限定す るものではな く、例 えば、図

8 ( A ) , ( B ) に示す よ うに、軸部 1 2 を挟 んで取付孔 1 4 側 の突刺部 3

2 が板状 モ ジュール 1 の側 面 に突 き刺 さるよ うに して も良 い。 この固定部材

O B は、図 6 ( A ) , ( B ) の 固定部材 1 O A に対 して、軸部 1 2 を挟 ん

で取付孔 1 4 側 の貫通孔 1 6 力、 軸部 1 2 の根 元の位置 に形成 され て いる と

共 に、補助 固定部 3 0 B にお ける取付孔 1 4 側 の貫通孔 1 6 に挿入 され る揷

入 片 3 1 が軸部 1 2 に沿 って上方へ大 き く延びだ した上 で、その揷入 片 3

の上端か ら左右方 向 （図 8 ( A ) 中右方 向）へ尖 るよ うに突刺部 3 2 が形成

され て いる。

[0051 ] この例 の固定部材 1 O B による と、上記 と同様 の作用効果 を奏す る他 に、

軸部 1 2 を挟 んで取付孔 1 4 側 の上 片 1 1 と下片 1 3 との間 に板状 モ ジュ一

ル 1 を挿入す る際 に、下片 1 3 の貫通孔 1 6 か ら上方へ突出 した揷入 片 3 1

や突刺部 3 2 が邪魔 にな るの を回避 させ る ことがで き、板状 モ ジュール 1 を

挿入 し易 くす る ことがで きる。

[0052] また、上記の実施 形態 では、固定部材 1 0 , 2 0 の上 片 1 1 , 2 1 が板状

モ ジュール 1 の上面 に当接す るもの を示 したが、 これ に限定す るものではな

く、例 えば、図 9 に示す よ うに、側 面 に溝 3 b が形成 され た板状 モ ジュール

に対 して、その側 面の溝 3 b 内に固定部材 1 O A の上 片 1 1 を揷入 させ る

と共 に、上 片 1 1 を溝 3 b の上部 に当接 させ て、下片 1 3 の 当接部 1 3 a と

の間で挟 む よ うに して も良 く、 これ によ つて も上記 と同様 の作用効果 を奏す

る ことがで きる他 に、上 片 1 1 が板状 モ ジュール 1 の上面 に露 出 しな いので

、板状 モ ジュール 1 の上面側 の見栄 えを良 くす る ことがで きる。

[0053] また、上記の実施 形態 では、締結部材 6 と して、 ビスやポル ト等の頭部 を

有 し下片 1 3 , 2 3 の上側 か ら取付孔 1 4 , 2 4 を介 して取付部材 5 へね じ

込む もの を示 したが、 これ に限定す るものではな く、例 えば、取付部材 5 側

か ら雄ね じ部 を突出 させた上 で、その雄ね じ部 を取付孔 1 4 , 2 4 へ揷通 さ

せ 、下片 1 3 , 2 3 の上側 か ら雄ね じ部へ螺合 させ るナ ッ トと して も良 く、

これ によ つて も上記 と同様 の作用効果 を奏す る ことがで きる。



[0054] 更に、図 1 乃至図 6 ( A ) , ( B ) 、図 8 ( A ) , ( B ) 及び図 9 の実施

形態では、固定部材 1 0 , 2 0 を取付ける取付部材 5 の締結部材 6 がね じ込

まれる部位がね じ孔又は ビス孔のものを示 したが、これに限定するものでは

な く、例 えば、図 7 ( A ) , ( B ) に示すように、ナ ッ ト5 a としても良 く

、上記 と同様の作用効果を奏することができる。なお、締結部材 6 を取付部

材 5 のナ ッ ト5 a へね じ込むように した場合、ナ ッ ト5 a を軸部 1 2 , 2 2

に対 して直角方向 （図 3 ( A ) 中、左右方向）ヘスライ ドできるように して

も良 く、これによ り、固定部材 1 0 , 2 0 の取付位置を調整することができ

、板状モジュール 1 の設置に係る作業性を高めることができる。

先行技術文献

特許文献

[0055] 特許文献1 ：特開 2 0 0 7 _ 1 6 5 4 9 9 号公報



請求の範囲

[請求項 1 ] 板状モジュールの上面に当接可能、又は、板状モジュールの側面に

形成 された溝内に挿入可能 とされ、左右方向へ延びた上片 と、

該上片の中央か ら下方へ延出 した軸部 と、

該軸部の下端か ら両側へ前記上片ょ りも大 き く延び、上側 に板状モ

ジュールの下面に当接可能な当接部 を有 した下片 と、

該下片における前記軸部 を挟んだ何れか一方側 に形成 され上下方向

へ貫通 した取付孔 と

を少な くとも具備 した固定部材であって、

該固定部材 を、前記軸部に板状モジュールの側面を当接又は接近 さ

せた状態で、前記取付孔を介 して前記下片を取付部材 に取付 けると、

前記上片が下降 して板状モジュールの上面又は溝の上部に当接す ると

共に、前記下片の前記 当接部が板状モジュールの下面に当接す るよう

に形成 した ことを特徴 とす る固定部材。

[請求項2] 取付部材 に取付 ける前の状態では、前記下片の底面が、前記軸部の

直下が最 も高 くなるように湾曲又は屈曲 し、取付部材 に取付 けること

で前記底面が取付部材 に沿 った状態に変形す ることを特徴 とす る請求

項 1 に記載の固定部材。

[請求項 3 ] 前記下片の前記軸部 を挟んで両側 に形成 され上下方向へ貫通 した貫

通孔 と、

該貫通孔へ下側か ら挿入 され、前記取付孔を介 して前記下片を取付

部材 に取付 けると、上端が板状モジュールの下面に突き刺 さる突刺部

を有 した補助固定部 と

を更に具備す ることを特徴 とす る請求項 1 に記載の固定部材。

[請求項4] 前記下片の前記軸部 を挟んで両側 に形成 され上下方向へ貫通 した貫

通孔 と、

該貫通孔へ下側か ら挿入 され、前記取付孔を介 して前記下片を取付

部材 に取付 けると、上端が板状モジュールの下面に突き刺 さる突刺部



を有 した補助固定部 と

を更に具備す ることを特徴 とす る請求項 2 に記載の固定部材。
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